

【重点課題１】救急、産科、小児、外科等の医療の再建

　重点課題１－２　小児や妊産婦を含めた救急患者を受け入れる医療機関に対する評価及び新生児の救急搬送を担う医師の活動の評価について

（２）この20年間で出生数は横ばい・減少となっているが、低出生体重時をはじめとするハイリスク新生児の割合が増加しているため、新生児特定集中治療室（NICU）の病床数を1.5倍とすることとなっている。そうした状況を踏まえ、NICUの評価をさらに充実するとともに、要件の緩和等を行う。また、高度な医療を必要とするリスクの高い新生児や重篤な小児患者等を専門的な医療機関に医師が同乗して搬送することについての評価を充実する。
　　①　NICUを評価した点数である新生児集中治療室管理料の評価を引き上げるとともに、NICU担当医師が小児科当直業務との兼務をする場合の評価を新設し、NICUの確保を推進する。また、NICU満床時に緊急受入のためにやむを得ず、一時的に超過入院となるケースや、症状の増悪等により再入室するケースに配慮した評価とする。
　　　【一時的な超過入院の緩和基準】

　　　　・　看護配置は、常時4：1を超えない範囲で24時間以内に常時3：1以上に調整

　　　　・　超過病床数は、2床まで

＜上記に対する基本的な考え方＞
　　NICU担当医師が小児科当直業務との兼務をする場合の評価を新設することについて評価できるものの、点数が大幅に低く設定されるのであれば小児科医のモチベーション向上も含め意味を成さない可能性がある。
　重点課題１－３　急性期医療の受け皿としての後方病床・在宅療養の機能強化について

（１）NICU満床状態の解消が周産期救急医療における課題となっていることから、NICU入院中の患者等についての退院支援を評価する。また、NICUの後方病床や在宅での療養へと円滑に移行することができるようNICUの後方病床について評価の引き上げを行う。

　　②　NICUからハイリスク児を直接受け入れる後方病床のうち、新生児治療回復室（GCU）について、新生児入院医療管理加算に加えて、新たな評価区分を新設する。

　＜上記に対する基本的な考え方＞

　　・　新生児入院医療管理加算の日数要件が、現行のまま残るのであれば意味を成さない。なぜなら、NICU患児は入院日数が長く、一回の入院でNICU算定日数を超えているため、新たな評価をしても算定できない可能性がある。
　　・　NICUが満床のため、後方病床しか受け皿がないケースなどがある。ここでもNICUからのハイリスク児を受け入れている訳であり、ここを救う方策が必要である。
　　・　後方病床は、現実対応のためNICUと同等の設備を有していることから、NICUと同等の点数で評価をすべきである。また、看護体制については、NICU常時3対1、後方常時6対1としたうえで、患児の容態に大差がないことから、一体運用を認めるべきである。
　　・　「周産期医療対策整備事業（児童家庭局）」においては、診療報酬制度と関係なく要件（常時8対1）が定められており、両制度が整合性を持ったものとすべきである。
【重点課題２】病院勤務医の負担の軽減（医療従事者の増員に努める医療機関への支援）
　重点課題２－１　入院医療の充実を図る観点からの評価

（１）人的資源を集中的に投入し、充実した急性期の入院医療を提供している医療機関における早期の入院医療を中心とした評価を行う観点から、以下の見直しを行う。

　　②　一般病棟入院基本料等の7対1及び10対1入院基本料において、月平均夜勤時間を72時間以内とする要件だけを満たせない場合の評価を新設する。

　＜上記に対する基本的な考え方＞

　　夜勤時間制限の形骸化に繋がる危惧がある。月平均72時間以内の要件を満たしている場合の評
価を引き上げるべきである。

　　④　医療経済実態調査の結果等を踏まえ、一般病棟入院基本料における15対1入院基本料の評価を適正化することを検討する。
　＜上記に対する考え方＞

　　入院基本料全体の引き上げが必要。また、15対1の入院基本料の適正化については、看護師

確保の実態を踏まえ、拙速な検討は行わないこと。
（２）手厚い人員体制により、多職種が連携したより質の高い医療の提供や、病院勤務医の負担軽減

にも寄与するような取組を評価する。

　　①　急性期の入院医療を担う7対1入院基本料及び10対1入院基本料について、一般病棟用の重症度・看護必要度の基準を満たす患者の割合が一定以上の場合に、看護補助者の配置の評価を新設する。

　＜上記に対する基本的な考え方＞

　　看護補助者配置の評価については評価できるが、その要件として重症度・看護必要度の基準の適
用を10対1にまで適用させるのは認められない。看護師不足に伴う過重労働の実態を踏まえた

場合、重症度・看護必要度要件は全廃すべきである。
重点課題２－２　医師の業務そのものを減少させる取組みに対する評価について

（１）継承患者の増加等により、病院勤務医の勤務状況が未だ厳しいことから、その負担を減少する

ための取組みを推進するため、以下の見直しを行う。
　　②　救急病院等を受診した軽症患者について、一定の条件を満たした場合には、医療保険の自己負担とは別に、患者から特別な料金を徴収することを可能にすることを検討する。
　＜上記に対する基本的な考え方＞

　　確かに救急病院のコンビニ化が問題とされているが、患者・家族は医療知識に乏しく、軽症と判断しても実際は重症の場合もあり、「特別な料金徴収」という外的な力によって進めるべきではない。限られた医療資源を国民全体が、より効率的・有効的に使うという社会常識を醸成していくことが必要である。
Ⅱ　患者から見て分かりやすく納得でき、安心・安全で、生活の質にも配慮した医療を実現する視点

　Ⅱ－１　医療の透明化に対する評価について
（１）再診料・外来管理加算等

　　①　再診料について、病院と診療所の機能分担の観点からそれぞれ異なる点数が設定されているが、同一のサービスには同一の価格であることが分かりやすいことから、病院と診療所の再診料を統一する方向で検討する。

＜上記に対する意見＞

　・　現行の再診料病院（60点）、診療所（71点）について、統一する方向であるが、200床以上の外来診療料（70点）の取り扱いもその範囲に含まれるのであれば、勤務医のモチベーション向上には繋がらない。

　・　病院における併科受診の場合の初診料・外来診療料の算定についても、統一するべきである。
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